
 

 
平成 25 年 1 月 25 日 

各  位               
会 社 名  サ ー ラ 住 宅 株 式 会 社 
代 表 者 名 代表取締役社長 水 谷  九 郎 

（コード番号  1405  東証・名証 第二部） 
問 合 せ 先 管 理 部 長 松尾  享史 

TEL 0532-32-7272（代表） 
 

   
１．親会社、支配株主（親会社を除く。）又はその他の関係会社の商号等  

（平成 24 年 10 月 31 日現在） 
議決権所有割合（％） 

名 称 属 性 
直接所有分 合算対象分 計 

発行する株券が上場さ

れている金融商品取引

所等 

㈱サーラコ

ーポレーシ

ョン 

その他の関

係会社 
－ 28.64 28.64 

株式会社東京証券取引

所 市場第一部 
株式会社名古屋証券取

引所 市場第一部 

中部瓦斯㈱ 
その他の関

係会社 
14.94 0.58 15.53 

株式会社名古屋証券取

引所 市場第二部 
（注）議決権所有割合は小数点第 2 位未満を切り捨てております。 

 
 

２．親会社等のうち、上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の名称及びその理由 
（平成 25 年 1 月 25 日現在） 

上場会社に与える影響が最も大きいと認めら

れる会社の名称 

上場会社に与える影響が最も大きいと認めら

れる理由 

㈱サーラコーポレーション 
間接所有を含めた議決権所有割合が最も大き

いためであります。 
 
 
３．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

（１）親会社等の企業グループにおける当社の位置付け、親会社等やその他のグループ企業と

の取引関係や人的・資本的関係 
    当社、㈱サーラコーポレーション及び中部瓦斯㈱を中核企業とする 3 つの企業グルー

プを併せて、サーラグループと称しております。各グループ単位で自立完結する経営を

基本方針としており、緩やかなグループ意識と一定の協力はあるものの、各グループが

独自の戦略を構築し、それぞれの発展成長を追求しております。当社はサーラグループ

の中で、主に住宅事業を核としたハウジングの事業領域において、事業活動をしており

ます。 

支配株主等に関する事項について 



 
 

（役員の兼務状況）                  （平成 25 年 1 月 25 日現在） 
役 職 氏 名 親 会 社 等 で の 役 職 就 任 理 由 

㈱サーラコーポレーション 
代表取締役会長 

代表取締役会長 中 村  捷 二 
中部瓦斯㈱ 
代表取締役会長 

主に、企業経営における豊富

な経験と高い見識を生かし

た助言・提言を得るためであ

ります。 

㈱サーラコーポレーション 
代表取締役社長 取 締 役 

（社外取締役） 
神 野  吾 郎 

中部瓦斯㈱ 
代表取締役社長 

主に、企業経営における豊富

な経験と高い見識を生かし

た助言・提言を得るためであ

ります。 

監 査 役 
（社外監査役） 

原 田  保 久  
㈱サーラコーポレーション 
常勤監査役 

主に、企業経営における豊富

な経験と高い見識を監査に

生かしていただくためであ

ります。 
 

（２）親会社等の企業グループに属することによる事実上の制約、リスク及びメリット、親会

社等やそのグループ企業との取引関係や人的・資本的関係等の面から受ける経営・事業活

動への影響等 
㈱サーラコーポレーションはその連結子会社 7 社を通じ、当社の議決権の 28.64％を

間接所有しており、中部瓦斯㈱は同社及びその連結子会社を通じ、当社の議決権の

15.53％を所有しておりますが、事業活動を行う上での承認事項等、親会社等からの制

約はありません。 
 

（３）親会社等の企業グループに属することによる事実上の制約、親会社等やそのグループ企

業との取引関係や人的・資本的関係等の面から受ける経営・事業活動への影響等がある中

における、親会社等からの一定の独立性の確保に関する考え方及びそのための施策 
㈱サーラコーポレーションとの間に福利厚生、社員教育に係る委託等の取引関係があ

り、中部瓦斯㈱との間に請負工事の受注、外注工事の委託、事務所の賃借等の取引関係

があります。その全てが合理性、必然性、客観性が高い取引と認識しており、個々の取

引については、価格、利便性等を総合的に勘案し、一般取引条件と同様に決定しており

ます。従いまして、経営の独立性は確実に保持されているものと認識しております。 
 
（４）親会社等からの一定の独立性の確保の状況 

親会社等兼任取締役の就任状況は、独自の経営判断を妨げるものではなく、一定の独

立性が確保されているものと認識しております。 
 
 
４．支配株主等との取引に関する事項 

 記載すべき重要な事項はありません。 
 

以上 


